
 

 

 

 

《名古屋会場：141572-0303（※）》 2014.12.3 合弁契約の実務 

３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

４１，０４０円（本体価格 ３８，０００円） 

 

佐藤経営法律事務所   
弁護士・米国公認会計士・公認内部監査人  佐藤 孝幸 氏 

 

 

講  師 

 

●日 時● ２０１４年１２月３日（水） 

１０：００～１６：００ 

●会 場● 企業研究会セミナールーム 

（東京：麹町５丁目） 

 

 開催にあたって 

 

 

『東京会場』受講料  １名（税込・昼食代含む） 

 

●日 時● ２０１４年１２月３日（水） 

１０：００～１６：００ 

●会 場● ＴＡＣ名古屋校 
（名古屋：名鉄バスターミナルビル９Ｆ） 

 

東京会場 

大阪会場 

《大阪会場：141573-0303（※）》 2014.12.3 合弁契約の実務 

●日 時● ２０１４年１２月３日（水） 

１０：００～１６：００ 

●会 場● ＴＡＣ梅田校 

（大阪：梅田センタービル５Ｆ） 

 

名古屋会場 

《東京会場：141560-0303（※）》 2014.12.3 合弁契約の実務 

■参加要領 

申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛E-mailにてお送り下さい。 

当会ホームページからもお申込み頂けます。後日（開催日１週

間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会ホームページにてご確認い

ただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 

※お申込後のキャンセルはお受けしかねますので、ご都合が悪

くなった場合、代理の方のご出席をお願いいたします。 

※最少催行人数に満たない場合は、中止とさせていただくこと

もありますので、ご了承下さい。 

■お申し込み・お問い合わせ先 

一般社団法人企業研究会 公開セミナー事業グループ 

担当／川守田 E-mail：kawamorita@bri.or.jp 

TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951 

〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 31ＭＴビル 2Ｆ 

３６，７２０円（本体価格 ３４，０００円） 

３９，９６０円（本体価格 ３７，０００円） 

 

■ 『名古屋・大阪会場』受講料 １名（税込・昼食代を含みません）  

 

オンラインライブ中継による東京・名古屋・大阪同時開催 

 

 『合弁契約』の実務 

 

 

 

主催：（社）企業研究会 ／ 協力：ＴＡＣ（株） 

 

 

当セミナーは、講師が来場する東京会場をメイン会場として、そ 
の模様を名古屋会場・大阪会場に中継致します（名古屋会場・ 
大阪会場への講師の来場はありません）。中継については、TV 
製作会社である（株）東通が担当し、双方向コミュニケーション 
により、名古屋会場・大阪会場からの質疑応答も可能です。 

（裏面のご案内もご覧下さい） 

 

 

早稲田大学政治経済学部政治学科卒業。外資系銀行において金融業務、米国大手会計事務所において国際税務
コンサルティング業務、大手総合商社において契約法務等に従事。２００２年４月 佐藤経営法律事務所開設。複数の

企業の社外監査役も務める。主な著書として『実務契約法講義』（民事法研究会）、『英文契約書の読み方』（かんき出
版）、『ただいま授業中 内部統制がよくわかる講座』（かんき出版）、『詳解 監査役の実務』（中央経済社）がある。 

 

 

mailto:kawamorita@bri.or.jp


 

 

『合弁契約』の実務 

□ 

□ 

□ 

□ 

 

○ 

 

１０：００ 

■開催にあたって■ 

合弁契約とは、これから共同事業を行おうとする当事者が、単なる業務提携関係を通じてではなく、互いに出資し

て設立した合弁会社によって、共同事業を行うために交わす契約です。そのため、合弁契約には、共同事業のしくみ

や合弁会社の経営・運営のあり方について、事前に合意しておくことが必要になりますが、合弁会社への出資比率に

おいて多数派と少数派が存在する場合の、少数派当事者の権利をどこまで確保するかなどさまざまな問題が出てき

ます。また、当事者間の契約上の問題に加えて会社法の観点から別途検討しておくべき問題も生じてきます。 

本講座では合弁契約書に盛り込まれる典型的な主要事項について、契約書のドラフト作成や条件交渉上のチェッ

クポイント、さらには会社法上の問題点などについて基礎からわかりやすく解説いたします。あわせて、海外企業との間

で合弁会社を設立して事業を行なう企業が増加しつつあることから、日本で合弁会社を設立する場合の英文合弁契

約書も取り扱います。 

 

■プログラム■ 
 
１．合弁会社の設立 
（１）合弁会社設立までの流れ 
（２）企業形態と設立方法 
（３）設立・定款に関する基本的合意事項 

２．出資比率の決定 
（１）出資比率の決定方法 
（２）合弁契約や定款による会社法の資本多数決の原則の修正 
（３）出資比率を維持・変更する仕組み 

３．機関設計と機関の権限分配 
（１）合弁会社における運営形態選択のポイント 
（２）株主総会・取締役会の決議要件・決議事項 

４．役員の選任・解任 
（１）役員の選任・解任に関する規定 
（２）合意を破られた場合の対応策 

５．重要事項の決定 
（１）重要事項の決定に関する制度設計の必要性 
（２）合意を担保するための方策 
（３）少数派が留意しておくべき重要事項 

６．議決権に関する設計 
（１）会社法による設計の多様化 
（２）議決権の設計内容と方法 
（３）デッドロックに陥らないために留意するべきポイント 

７．剰余金の配当に関する方針 
（１）配当等に関する設計の必要性 
（２）株主ごとに異なる剰余金配当等を定める場合の定款の規定 

８．資金調達の方針 
（１）合弁契約当事者の追加出資義務についての留意点 
（２）追加出資の方法、タイミングについての条件 
（３）出資義務を履行しない場合の対応 

９．紛争処理 
（１）紛争処理方法の選択 
（２）救済措置の検討 

１０．合弁事業の解消 
（１）合弁事業の主な解消事由 
（２）解消の手段 
（３）合弁事業解消後の権利・義務 

１１．英文合弁契約書を読んでみる 
 ・・・日本で合弁会社を設立して合弁事業を営むための英文合弁契約書を読んでみます。 

 

＝ ご案内 ＝ 
 
※講師とご同業の方のご参加はお断りする場合がございます。 
※最少催行人数に満たない場合、開催中止とさせて頂く場合がございます。 
※名古屋会場、大阪会場のご昼食につきましては、ご参加者の皆様が各自、セミナー会場近隣の飲食店にて 
お召し上がり頂く形となります。 

※セミナー中、映像及び音声のトラブルがあった場合は、 下記の通り対応をさせて頂きますので、ご了承の上、お申
込をいただけるようにお願い申し上げます。  
■映像など切断した場合、再接続してから講義を再開致します。  
■接続が回復できない場合、もしくは音声が途切れるなど 配信品質が著しく低下した場合、受講料を返金させて 
いただきます。 

 

 

１６：００ 


